
別記様式５（令第４条第２項第６号及び第７号関係）

低 入 札 価 格 調 査 結 果 調 書

１ 調査対象工事の名称 ネットワーク機器設置工事

２ 入 札 日 令和７年７月28日

３ 調 査 対 象 業 者 名 営電株式会社

４ 調 査 の 概 要

調 査 事 項 調 査 結 果

１．その価格により入札した理由 材料は従来から取引のある業者より安価な調達が

可能である。また、労務についても、現在手持ちの

工事量を鑑みても本工事に集中できる状況であるた

め費用を圧縮することが可能であり、かつ、特別な

機器等の使用もないことから、工事費全体の圧縮も

可能であることから、本価格で入札をした。

２．契約対象工事附近における手持工事 なし。

の状況

３．契約対象工事に関連する手持工事の 通信機器更新等工事

状況 基幹 IP網システム更新工事

４．契約対象工事個所と入札者の事業所、 工事箇所は当事業所と同一県内であるため、工事

倉庫等との関連（地理的条件） に支障はない。

５．手持資材の状況 全て手持資材で賄う予定である。

６．資材購入先及び購入先と入札者との 以前より継続的に取引のある会社からの購入を予

関係 定している。

７．手持機械数の状況 機械の使用予定はなし。

８．労務者の具体的供給見通し 自社社員及び協力会社により供給予定。



調 査 事 項 調 査 結 果

９．過去に施工した公共工事名及び発注 発注者：東京都警察情報通信部

者 ① R6 年度：市ヶ谷警察総合庁舎ほか通信機器移設

等工事

② R6年度：航空無線用アンテナ更新等工事

③ R6年度：空中戦設置等工事

④ R6年度：通信機器移設等工事２

10．経営内容 電気通信工事業

テレビ・ラジオ放送用計測器製造、販売

11．１から 10 までの事情聴取した結果 東京都警察情報通信部において、通信機器関係工

についての調査検討 事を多数受注、施工している。

作業員の手配状況についても問題があるとは言え

ない。

12．９の公共工事の成績の状況 成績評定対象の工事なし。

13．経営状況 貸借対照表等により経営状況を確認したところ、

直ちに経営上の問題が発生する恐れはない。

14．信用状態 ①建設業違反の有無・・・・・・・なし。

②賃金不払いの状況・・・・・・・なし。

③下請け代金の支払遅延状況等・・なし。

15．その他の必要な事項 なし。

５ 当該工事について契約内容に適合した履行がなされないおそれの有無

無。

【理由】

提出された入札内訳書と当部積算を比較して内容の精査を行った。

別添工事費比較表のとおり業者の入札価格は当部積算の 78.5%となっており、適切に積算

されていることから、ダンピング等の恐れはない。

材料費については、仕様書上の業者準備品がもれなく計上されており、金額については多

少の差異があるが、使用する品目、規格、数量等に認識の誤りはないことから、調達先によ

る価格の違いと思われる。

労務費については、当部積算よりも金額が低いが、通信機器関係工事を問題なく施工でき

ていることから適切に施工可能と思われる。

諸経費部分については、諸経費全体(共通仮設費、現場管理及び一般管理費)でおよそ当部

積算の５割程度の水準となっているが、諸経費部分は企業努力により圧縮できる項目もあり、

法定福利費も遺漏無く計上されていることから、問題は見受けられない。

財務状況等について直近の貸借対照表を分析したところ、直ちに経営上の問題があるとは

言えない。

施工実績については、低入札価格調査事項の問９にあるとおり、同種工事の受注実績が多

数あることから作業内容について理解があることから問題点は見受けられない。



以上の点から当該工事について契約内容に適合した履行がなされないおそれはないものと

判断する。

６ 落札の決定

落札決定とする。



別記様式５（令第４条第２項第６号及び第７号関係）

低 入 札 価 格 調 査 結 果 調 書

１ 調査対象工事の名称 通信機器整備等工事

２ 入 札 日 令和７年９月29日

３ 調 査 対 象 業 者 名 ―

４ 調 査 の 概 要

調 査 事 項 調 査 結 果

１．その価格により入札した理由 交換機及びその他材料について、取引のある業者

から安価に仕入れることができ、また、本件につい

て重要案件として社内で検討し原価低減を実現する

ことができたため、この金額での入札となっている。

２．契約対象工事附近における手持工事

の状況 ―

３．契約対象工事に関連する手持工事の

状況 ―

４．契約対象工事個所と入札者の事業所、 事業所及び倉庫から各工事場所までの距離・時間

倉庫等との関連（地理的条件） は、① 55km・60分、② 37km・40分、③ 35km・40
分、④ 35km・40分となっている。

５．手持資材の状況 全て手持資材で賄う予定である。

６．資材購入先及び購入先と入札者との 以前より継続的に取引のある会社からの購入を予

関係 定している。

７．手持機械数の状況 機械の使用予定はなし。

８．労務者の具体的供給見通し 自社社員及び協力会社により供給予定。



調 査 事 項 調 査 結 果

９．過去に施工した公共工事名及び発注

者

―

10．経営内容 電気・通信設備の販売、設計、施工及び保守

電気・情報システムの企画、コンサルティング

11．１から 10 までの事情聴取した結果 他省庁等において、通信機器関係工事を多数受注、

についての調査検討 施工している。

作業員の手配状況についても問題があるとは言え

ない。

12．９の公共工事の成績の状況 ―

13．経営状況 貸借対照表等により経営状況を確認したところ、

直ちに経営上の問題が発生する恐れはない。

14．信用状態 ①建設業違反の有無・・・・・・・なし。

②賃金不払いの状況・・・・・・・なし。

③下請け代金の支払遅延状況等・・なし。

15．その他の必要な事項 なし。

５ 当該工事について契約内容に適合した履行がなされないおそれの有無

無。

【理由】

提出された入札内訳書と当部積算を比較して内容の精査を行った。

別添工事費比較表のとおり業者の入札価格は当部積算の 78.8%となっており、適切に積算

されていることから、ダンピング等の恐れはない。

材料費については、仕様書上の業者準備品がもれなく計上されており、金額については多

少の差異があるが、使用する品目、規格、数量等に認識の誤りはないことから、調達先によ

る価格の違いと思われる。

労務費については、当部積算とほぼ同額であり、通信機器関係工事を問題なく施工できて

いることから適切に施工可能と思われる。

諸経費部分については、諸経費全体(共通仮設費、現場管理及び一般管理費)でおよそ当部

積算の５割程度の水準となっているが、諸経費部分は企業努力により圧縮できる項目もあり、

法定福利費も遺漏無く計上されていることから、問題は見受けられない。

財務状況等について直近の貸借対照表を分析したところ、直ちに経営上の問題があるとは

言えない。

施工実績については、同種工事の受注実績が多数あることから作業内容について理解があ

ることから問題点は見受けられない。

以上の点から当該工事について契約内容に適合した履行がなされないおそれはないものと

判断する。



６ 落札の決定

落札決定とする。


